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JASPO理事長就任に寄せて

日本臨床腫瘍薬学会理事長
松井礼子

日本臨床腫瘍薬学会（JASPO）の理事長を2026年度より拝命いたしました
松井礼子です。このたびは、日本臨床腫瘍薬学雑誌（JJASPO）の巻頭言の機
会を賜り、心より御礼申し上げます。

JASPOは2010年に研究会として発足し、本年で16年を迎えました。現在
では7,176名（内訳：病院4,364名、薬局1,828名、大学96名、学生749名、企
業46名、その他93名、2026.4現在）の会員を擁する学術団体へと発展し、そ
の理事長という重責に身の引き締まる思いです。これまで学会の発展を支え
てこられた歴代理事長をはじめ、役員ならびに会員の皆様のご尽力に、心よ
り敬意と感謝を申し上げます。
私と JASPOとの関わりは、発足当初に薬薬連携委員会（現・地域医療連携

委員会）の委員長を拝命したことに始まります。当時は、がん領域における病
院と薬局の連携は発展途上にあり、その重要性を認識しながらも、委員会と
しての活動の在り方に悩み、試行錯誤を重ねていたことを思い出します。が
ん領域における地域医療連携は、病院薬剤師である私にとって長年取り組ん
できた重要なテーマでもあります。この10年余りの間に、専門医療機関連携薬局の整備やがん治療の薬薬連携
モデルの構築が進み、さらには診療報酬上の評価にもつながるなど、大きな変革がありました。こうした変化
は、学会活動や日々の臨床実践を通じて積み重ねてきた取り組みが、一定の成果を得たものと実感しておりま
す。今後は、連携のさらなる質の向上に加え、持続可能な運用体制の構築がより重要になるものと考えており
ます。本学会としても、がん領域での地域医療連携の発展に引き続き寄与してまいりたいと考えております。
また、患者参画の推進やがん検診の普及啓発など、患者さんや市民の皆様に直接働きかける取り組みの重要
性も一層高まっています。専門職としての知識と経験を社会に還元し、患者さんの良い医療の実現に貢献して
いくことは、本学会の使命であると考えております。市民公開講座の開催の他、患者さんや市民の皆様に対し
て学会としてどのような貢献ができるかを考え、今後の活動に繋げてまいりたいと考えております。
近年、がん医療は著しく進歩し、IO （Immuno-Oncology）製剤の使用拡大や抗体薬物複合体（ADC）製剤の登
場により、治療の選択肢は大きく広がりました。一方で、副作用管理や治療マネジメントは高度化・複雑化し
ています。このような状況においては、専門性を備えた薬剤師が中心となり、医療機関の垣根を越えた連携や
地域を含めたチーム医療をさらに充実させていくことが不可欠と感じております。あわせて、その実践をエビ
デンスとして社会に発信していくことの重要性も、ますます高まっていると考えます。本学会には、病院、薬
局、大学など多様な立場の薬剤師が集い、それぞれの専門性と経験を活かしながら、臨床・研究・教育の各分
野において活発な活動が展開されています。日常診療の最前線で患者さんと向き合う薬剤師の認定やセミナー
開催、エビデンスとして実績を作り出すための取り組み、さらにがん治療薬学生エキスパート認定のように教
育を通じて次世代へと繋いでいく点は、本学会の大きな特徴であり、強みであると感じており引き続き活動の
充実化を図って行きたいと思っております。
最後に、私は本学会初の女性理事長となります。2025年度より発足したダイバーシティ推進ワーキンググ

ループの取り組みも踏まえ、多様な人材がそれぞれの力を発揮できる学会となるよう、微力ながら尽力してま
いります。
今後も、会員の皆様の視点を大切にしながら学会活動のさらなる充実を図り、それが日々の臨床や研究を通
じて患者さんへの貢献に繋がるよう努めてまいりますので、引き続き、本学会へのご理解とご支援を賜ります
よう、何卒よろしくお願い申し上げます。
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エプコリタマブ投与後に発作性心房細動
を来した1例 
—心血管系有害事象モニタリングの重要性—

尾花輝樹1, 2，藤本伸一郎1，藤原季美子1，竹上　学1 
西田升三2，長井紀章2，椿　正寛3, †

Teruki Obana1, 2, Shinichiro Fujimoto1, Kimiko Fujiwara1, Manabu Takegami1 
Shozo Nishida2, Noriaki Nagai2, Masanobu Tsubaki3, †

A Case Report of  Paroxysmal Atrial Fibrillation Following 
Epcoritamab Administration:  
Importance of Cardiovascular Adverse Events Monitoring

Abstract
Epcoritamab is a bispecific antibody therapy used for relapsed or refractory large B-cell lymphoma, with cytokine 
release syndrome (CRS) and immune effector cell-associated neurotoxicity syndrome (ICANS) as the main adverse events. 
However, reports on cardiovascular adverse events are limited. Herein, we report the case of  a 70s woman who developed 
paroxysmal atrial fibrillation following epcoritamab administration. The patient had undergone a transformation from 
follicular lymphoma to diffuse large B-cell lymphoma and was administered epcoritamab as bridging therapy prior to 
CAR-T therapy. On Day 15, following a 48 mg dose, the patient experienced chest discomfort, with an ICE score of  5 
on Day 17, and atrial fibrillation, with a heart rate of  160–190 bpm on Day 20, which was ameliorated to sinus rhythm 
in response to the administration of  antiarrhythmic medication. Subsequently, tachycardia associated with CRS and 
ICANS was observed; however, it was manageable. This case highlights the importance of  vigilance for the occurrence 
of  cardiovascular adverse events and early intervention when administering bispecific antibodies.

Key words
Epcoritamab, bispecific antibody, cytokine release syndrome, paroxysmal atrial fibrillation, cardiovascular adverse events

要旨和訳
エプコリタマブは再発・難治性大細胞型 B細胞リンパ腫に用いられる二重特異性抗体製剤であり、サイトカイン放出症

候群（CRS）や免疫エフェクター細胞関連神経毒性症候群（ICANS）が主な有害事象として知られているが、心血管系有害事
象の報告は限られている。今回、エプコリタマブ投与後に発作性心房細動を認めた70歳代女性の症例を報告する。患者は
濾胞性リンパ腫からびまん性大細胞型 B細胞リンパ腫へ形質転換し、CAR-T療法前のブリッジを目的にエプコリタマブを
導入した。Day 15の48 mg投与後に胸部違和感、Day 17に ICEスコア5点、Day 20に心拍数160～190 bpmの心房細動を認
め、抗不整脈薬で洞調律へ回復した。以降も CRSや ICANSに伴う頻脈を認めたが薬剤にて制御可能であった。本症例か
ら、二重特異性抗体投与時には心血管系有害事象への注意と早期介入が重要と考えられる。

キーワード エプコリタマブ，二重特異性抗体，サイトカイン放出症候群，発作性心房細動，心血管系有害事象

症例報告

〔受付：2025年7月8日　受理：2026年1月22日〕
1 近畿大学病院薬剤部　　Department of  Pharmacy, Kindai University Hospital
2 近畿大学薬学部　　Department of  Pharmacy, Kindai University
3 徳島文理大学香川薬学部　　Faculty of  Pharmaceutical Sciences at Kagawa Campus, Tokushima Bunri University

 † Corresponding author
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緒言

エプコリタマブは CD3及び CD20を標的とする二
重特異性抗体製剤（Bispecific Antibody、以下 BsAb）
であり、本邦では再発又は難治性の大細胞型 B細
胞リンパ腫（以下 LBCL）及び再発又は難治性の濾
胞性リンパ腫を対象に承認されている 1）。LBCLに
対して、エプコリタマブは28日間を1サイクルと
して、1サイクル目は1日目に1回0.16 mg、8日目
に1回0.8 mg、15日目及び22日目に1回48 mgを皮
下投与する 1）。再発・難治例では、既存の殺細胞性
抗がん薬により治癒が困難である場合、キメラ抗原
受容体 T細胞療法（Chimeric Antigen Receptor-T cell 
therapy、以下 CAR-T療法）が治療選択肢となる。
BsAbは多くの施設で施行が可能であり、投与まで
に時間を要さないことが利点である。また、近年、
BsAbは CAR-T療法におけるブリッジングや CAR-T
後再発例への治療選択肢としての役割が検討されて
おり、エプコリタマブについても臨床研究が進行中
である（NCT06458439）2）。これらの背景から、エプ
コリタマブを使用する症例は今後も増加すると見込
まれる。BsAbの特徴的な副作用として、サイトカ
イン放出症候群（Cytokine release syndrome、以下
CRS）や免疫エフェクター細胞関連神経毒性症候群
（Immune effector cell-associated neurotoxicity syndrome、
以下 ICANS）が知られている 3）。しかし、近年の大
規模データベース解析において、BsAbによる心血
管系有害事象の発症が報告されており、その中には
心房細動を含む不整脈も含まれている 4）。エプコリ
タマブに関しては、臨床試験において心血管系有害
事象の報告があるものの 5）、心房細動の症例報告は
これまでに確認されていない。今回、エプコリタマ
ブ投与後に発作性心房細動を来し、抗不整脈薬の投
与を要した症例を経験したため報告する。

症例

患者：70歳代（75歳以上）女性、身長：153 cm、体
重：42 kg
既往歴：濾胞性リンパ腫、白内障、前庭神経炎、虫
垂炎
アレルギー・副作用歴：デキストロメトルファンに
て蕁麻疹の発現歴あり
現病歴：X-6年11月頃、右頸部のリンパ節腫大を自
覚し、徐々に増大傾向にあり近医を受診したとこ
ろ、リンパ腫を疑われ近畿大学病院（以下当院）血
液膠原病内科に紹介となった。右鎖骨上窩リンパ
節生検の結果、濾胞性リンパ腫と診断された。X-5
年7月に当院にてリツキシマブの投与を開始し、そ

の後は他院にて継続してリツキシマブが投与され
た。X-4年12月に weeklyリツキシマブを投与した。
X年に濾胞性リンパ腫からびまん性大細胞型 B細
胞リンパ腫に形質転換が指摘された。X年4月に
化学療法の施行に伴い、心エコー図検査が実施さ
れ、左室駆出率（Left Ventricle Ejection Fraction、以
下 LVEF）: 65%、心嚢液の貯留あり、僧帽弁閉鎖不
全症：mild、三尖弁閉鎖不全症：mild～moderateと
診断された。X年4月～6月にリツキシマブ+ シク
ロホスファミド+ ドキソルビシン+ ビンクリスチン
+ プレドニゾロン療法（計4コース実施、アントラ
サイクリン系総投与量：160 mg/m2）を施行し、X
年7月にリツキシマブ+ デキサメタゾン+ ゲムシタ
ビン+ シスプラチン療法（計1コース実施）を施行
した。1クール開始時点でクレアチニンクリアラン
ス：52.3 mL/minと腎機能の低下を認めていたこと
から、薬剤師がシスプラチンの投与量の減量を提案
した（シスプラチン投与量：55 mg/m2）。X年8月に
エトポシド25 mg/dayを5日間投与した。その後、
CAR-T療法へのブリッジング目的でエプコリタマ
ブの投与を開始した。
（入院時服用薬）
アセトアミノフェン500 mg　2錠　分2:朝・夕食後
ボノプラザン10 mg　1錠　分1:朝食後
トリメトプリム・スルファメトキサゾール　1錠　
分1:朝食後
フェブキソスタット10 mg　2錠　分1:朝食後
酸化マグネシウム330 mg　2錠　分2:朝・夕食後
エピナスチン20 mg　1錠　分1:夕食後
レンボレキサント5 mg　1錠　分1:寝る前
アシクロビル200 mg　2錠　分2:朝・夕食後
検査値及びバイタルサインの推移は表及び図1a–d 
で示した（表1、図1a–d）。なお、バイタルサイン
は1日に複数回測定した日が存在したため、図1a–d
には測定したすべての値をプロットした。
（経過）

X年8月 Day 1に外来診療にてエプコリタマブ
0.16 mgを投与した。エプコリタマブの投与後、患
者は胸部に違和感を自覚した。Day 7に外来を受診
し、当院血液膠原病内科医師の臨床判断により外
来での治療は困難とされ、以降は入院して治療す
ることとなった。Day 8にエプコリタマブ0.8 mgを
投与し、Day 9に心エコー図検査を実施したとこ
ろ、LVEF: 73%、心嚢液の貯留あり、僧帽弁閉鎖不
全症：mild、三尖弁閉鎖不全症：mild～moderateで
あり、弁逆流及び心嚢液は X年4月の心エコー図
検査結果と同程度であると診断された。Day 15に
エプコリタマブ48 mgを投与した後、Day 16に患者
より再度胸部の違和感に関する訴えがあった。その
後、主治医が確認し、経過観察することとなった。
Day 17に見当識障害や計算の誤答が認められたこ
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図1a　エプコリタマブ投与後の血圧の変動

図1b　エプコリタマブ投与後の体温の変動

図1c　エプコリタマブ投与後の脈拍数の変動
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とから、免疫エフェクター細胞関連脳症（Immune 
effector cell-associated encephalopathy、以下 ICE）ス
コア：5点と評価され、ICANSが疑われた。しか
し、同日に主治医が確認した際は見当識障害や計
算の間違いは認められず、ICEスコア：10点に改善
していたことから、ICANSとは診断されなかった。
Day 18に心拍数：120～160 bpmでの変動を数分間
認めたため、発作性心房細動が疑われた。このとき
に測定した12誘導心電図では心拍数：105 bpmであ
り、洞性頻脈が認められた。しかし、PR間隔及び

QRS幅は正常範囲内であり、f波は認められなかっ
た。一方で、心電図モニターでは P波が不明瞭な
波形や、異常 QRSが出現しており、心房期外収縮
と心室期外収縮の混在が認められた（図2）。また、
このときのバイタルサインは血圧：102/78 mmHg、
酸素飽和度：99%であった。Day 19に38°Cを超え
る発熱が認められたため、CRS: Grade 1と判断し、
アセトアミノフェン注射液1000 mgを投与した。そ
の後、発熱を認めることなく Day 24まで経過した。
Day 20に脈拍数：160～190 bpm、心電図モニター : 

図1d　エプコリタマブ投与後の心拍数の変動

表1　エプコリタマブ療法前後の検査値経過
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172 bpm、血圧：113/67 mmHg、酸素飽和度：95%
であったため、当院循環器内科が介入し、CHADS2

スコア：1点（年齢75歳以上が該当）と評価され、
かつ発熱や炎症を原因とする発作性心房細動の可能
性があるとして、リズムコントロールを目的にベラ
パミル40 mg（内服）、ベラパミル5 mg（注射）及び
ピルシカイニド50 mg/dayを投与開始した（図3）。
これらの抗不整脈薬の投与により、心電図モニター
では洞調律に回復し（図2）、バイタルサインは脈拍
数：100 bpm前後、血圧：104/84 mmHg、酸素飽和
度：96%となり、動悸や息切れなどの胸部症状も
軽減した。その後、Day 21にフレカイニド50 mg×
2/dayを投与開始し、動悸や脈拍数の増加を認めた
際は、ベラパミル40 mgを頓服することで対応し
た。Day 22にエプコリタマブ48 mgを投与する予定
であったが、C反応性蛋白（以下 CRP）: 30.47 mg/dL
と高値を認めたことから投与が延期された。Day 23
に CRP: 10.66 mg/dLまで軽減し、かつ主治医より全
身状態が良好と判断されたことから、エプコリタ

マブ48 mgを投与した。フレカイニド50 mg×2/day
を投与後、動悸の症状の頻度は低下したが、Day 
23の心電図モニターより P波の消失及び RR間隔
の不規則が認められ（図2）、かつ労作時に脈拍数：
130 bpm程度の頻脈が認められた。また、CRPが高
値を推移しており、かつ心房細動が持続しているこ
とから、フレカイニド50 mg×2/dayでは心房細動が
制御できていないと判断し、Day 24にフレカイニ
ド50 mg×2/dayからベプリジル50 mg×2/dayに変
更となった。Day 25の時点で、心電図モニター上
では洞調律に改善し、QT延長は認められなかった
ものの、心房性期外収縮が認められた。また、Day 
25に39.3°Cの発熱及び見当識障害や計算の誤答、
従命の緩慢が認められたことから、CRS: Grade 1、
ICEスコア：4点、ICANS: Grade 2（American Society 
for Transplantation and Cellular Therapy、ASTCT基
準）と評価された。そこで、アセトアミノフェン
注射液1000 mgを投与したところ、数時間後には
36.3°Cに解熱し、ICEスコア：10点に改善した。ま

図2　抗不整脈薬投与前後の心電図の変化

図3　エプコリタマブ投与後の主な使用薬剤
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た、ICANSが認められたことから、今後の ICANS
の発症を予防する目的でレベチラセタム500 mg×
2/dayを開始した。さらに、意識の変容を認めたた
め、頭部 CT及び頭部MRIを実施したが、異常所
見は認められず、加えて一般細菌検査（脳脊髄液）
及び培養同定を行ったが、いずれも細菌の検出は認
められなかった。Day 30（2クール目 Day 1）にエプ
コリタマブ48 mgを投与したが、ベプリジルの継続
で心電図モニター上では洞調律で経過した（図2）。
Day 37（2クール目 Day 8）にエプコリタマブ48 mg
を投与したが、Day 39に Coronavirus disease 2019
（以下 COVID-19）が陽性となったため、エプコリ
タマブによる治療が中断された。Day 39にレムデ
シビル200 mg、Day 40から Day 48までレムデシビ
ル100 mgを投与した。Day 41に38.0°Cの発熱及び
Day 43に CRP: 6.19 mg/dLと炎症反応の上昇が認め
られたものの、QTの延長は認めず心電図モニター
上では洞調律で経過した。Day 49に COVID-19の抗
原量を測定したところ、Cut off index: 189.40と1.0以
上であるため陽性と判定された。このため、Day 50
にエンシトレルビルを開始することとなったが、添
付文書にてベプリジルとの併用が禁忌とされている
ため 6）、薬剤師が血液膠原病内科医に疑義照会を実
施した。循環器内科医とも相談し、COVID-19の治
療を優先するためにベプリジルの投与を中断し、脈
拍数が上昇した際はベラパミルの頓用にて制御する
こととなった。Day 51に Progressive Diseaseと診断
されたため、エプコリタマブの投与は終了となり、
CAR-T療法へのブリッジングは実施されず、救援
化学療法（イホマイド+ エトポシド+ カルボプラチ
ン療法）を施行することとなった。その後、エンシ
トレルビルの投与終了に伴い、ベプリジルの服用を
再開し、退院後も継続して服用することとなった。

考察

本症例では、エプコリタマブの投与後、発作性心
房細動が認められた。先行研究では、CAR-T療法
を施行し CRSを来した症例において CRPが高値を
示すことが報告されており 7）、本症例においてもエ
プコリタマブの投与に伴い CRPの上昇が認められ
た。BsAbの投与による CRSの発生機序の詳細は解
明されていないが、炎症性サイトカインの放出が原
因とされ、特に IL-6が関与していると報告されて
いる 8）。IL-6は肝臓における CRPの合成を誘発する
サイトカインであり 9）、この経路を通じて CRPの上
昇が生じたと考えられる。CRPは細菌感染や慢性炎
症性疾患でも上昇することが知られているが、本症
例では培養同定による細菌は検出されておらず、ま
た、慢性炎症性疾患の既往歴はなかった。さらに、

当院循環器内科が介入した際にも、発熱や炎症が心
房細動の誘因となった可能性があると指摘されてい
た。このことから、本症例ではエプコリタマブ投
与に伴い炎症反応が惹起され、その結果として CRP
が上昇したと考えられ、この炎症反応が発作性心房
細動の発症に関与した可能性が示唆される。
心房細動のリスクファクターとして、加齢、高血

圧、うっ血性心不全、心臓弁膜症、糖尿病、CRPの上
昇や肥満などが報告されている 10–12）。Framingham 
Heart Studyでは、高血圧が心房細動発症の独立した
リスクファクターであることが示されており、加え
て年齢65歳以上が心房細動の発症リスクの上昇に寄
与することが報告されている 13）。本症例では、高血
圧の既往はなく、既知のリスクファクターとしては
年齢のみが該当していた。また、心房細動における
脳梗塞発症リスクを評価する際に用いられる CHADS2

スコアでは、心疾患系、高血圧、脳梗塞、糖尿病の既
往はなく、潜在的なリスク因子として年齢（75歳以
上）が該当したことから、1点と評価されている。以
上より、本症例の心房細動の発症においては、年齢
以外の背景因子の関与は限定的であると推察される。
本症例では、エプコリタマブの投与前に心毒性を
来すことが知られているドキソルビシンが投与され
ており、累積投与量は160 mg/m2であった。既報の
メタ解析では、アントラサイクリン系薬剤の累積投
与量が200 mg/m2未満でも不整脈発症リスクが増加
することが報告されており 14）、本症例においてもそ
の可能性を完全には否定できない。主なアントラサ
イクリン系薬剤による不整脈の機序として、投与中
及び投与直後に心筋症を伴わずに発症する急性期と、
心筋細胞障害を介した心筋症に続発して発症する遅
発期のものが報告されている 15–17）。本症例ではアン
トラサイクリン系薬剤の投与から一定期間が経過し
ており、抗がん薬投与前及びエプコリタマブ投与後
Day 9の心エコー図検査において、明らかな心機能低
下の所見は認められなかった。また、心房細動の発
症時期はエプコリタマブ投与後に炎症反応が出現し
た時期と整合しており、エプコリタマブ投与後の臨
床経過と矛盾しないものであった。さらに、アント
ラサイクリン系薬剤に関連する不整脈で典型的とさ
れる投与中及び投与直後の発症や、心機能低下を伴
う遅発性発症とは異なっており、既報のアントラサ
イクリン系薬剤による不整脈の発症機序とは一致し
ない経過を示していた。これらの点から、本症例で
はアントラサイクリン系薬剤の累積投与量の影響を
完全には否定できないものの、その寄与は限定的で
あり、エプコリタマブの投与による炎症反応の影響
が主な要因と考える。なお、エプコリタマブはアン
トラサイクリン系薬剤を含む抗がん薬治療後に投与
されることが多いため、アントラサイクリン系薬剤
投与歴を有する症例では、エプコリタマブ投与前に
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心機能評価を実施することが望ましいと考えられる。
本症例ではエプコリタマブ療法を施行中に

COVID-19に罹患し、レムデシビル及びエンシトレ
ルビルを投与した。COVID-19に罹患した際に、全
身性炎症やサイトカインが上昇し、心房細動発症リ
スクが高くなることが報告されている 18）。本症例で
はレムデシビル投与中に洞調律が維持されていたこ
とから、COVID-19が直接的に心房細動を惹起した
可能性は低いと考えられる。一方で、エプコリタマ
ブ投与に伴う炎症反応に COVID-19感染が加わるこ
とで、心房細動の持続に間接的に寄与した可能性は
否定できない。
先行研究では、多発性骨髄腫の患者に CAR-T療
法を施行もしくは BsAbを投与した際、CAR-T療法
を施行した患者群の方がすべての Gradeにおいて
CRSを来す割合が高いことが報告されている 19, 20）。
GCT3013-01試験によると、エプコリタマブにおけ
る Grade 1～3の CRSの発症割合は49.7%と報告さ
れており 5）、他の BsAbと同様にエプコリタマブは
CAR-T療法と比較して CRSの発症率が低いと考え
られる。また、CAR-T療法に関する心血管系有害
事象は、Grade 2以上の CRSと相関することが報告
されているが 21）、本症例では CRSが Grade 1でも心
血管系有害事象を来した点が特徴的であった。CRS
と不整脈との関連性に関する報告では詳細な機序が
不明であるものの、サイトカインによる電気的シス
テムへの直接的な作用が挙げられている 22, 23）。本症
例では、CRSの発症前に発作性心房細動を来してい
るが、抗不整脈薬を開始後も心房細動が持続したこ
とから、CRSを来したことで心房細動の持続に一定
の影響を及ぼした可能性があると考える。

BsAbに関連する心血管系有害事象の管理に関す
るガイドラインは報告されていないため 24）、本症例
では抗不整脈薬が開始された。非弁膜症性心房細動
では、CHADS2スコアが1点以上と評価された際は、
直接作用型経口抗凝固薬（以下 DOAC）を投与する
ことが推奨されている 25）。しかし、本症例では高齢
かつ低体重であることから出血リスクの上昇が懸念
されたことや、パフォーマンス・ステータスの低下
が認められたことから、患者及びその家族との協議
の結果、その希望にしたがって DOACは投与されな
かった。2024年 JCS/JHRSガイドラインにおいても、
出血リスクや患者希望を考慮した抗凝固薬の非投与
は許容されており、妥当な対応と考えられる。な
お、本患者ではエプコリタマブの投与が中止となる
まで脳卒中などの血栓塞栓症を発症することなく経
過しており、DOACが投与されなかったことによる
影響は軽微であったと推察する。
本症例では薬剤師による直接的な介入は行われ
なかったが、薬剤師が寄与し得た場面がいくつか
存在したと考えられる。例として、エプコリタマ

ブ0.16 mgの投与後に患者は胸部の違和感を訴えて
いたことから、投与初期から動悸や倦怠感などの症
状のモニタリングを行うことで、より早期に心房細
動を発見できていた可能性がある。さらに、Day 17
に ICANSが疑われた際には、医師が症状を確認し
た時点ですでに症状が改善していたが、薬剤師を含
む多職種で共有可能なプロトコルをあらかじめ整備
することで、より迅速な対応につながった可能性が
ある。加えて、BsAb施行前の心機能評価に関する
具体的なガイドラインがないことから、心血管系有
害事象の予防に向けた対策の検討が今後の課題であ
る。これらの取り組みを薬剤師が多職種と協働して
推進することで、有害事象の早期発見及び早期介入
に寄与できると考えられる。
本症例にはいくつかの限界点が存在する。第一
に、IL-6などの炎症性サイトカインを測定しておら
ず、CRSと心房細動との関連を直接的に裏付けるこ
とができなかった点である。第二に、治療終了後の
長期的な経過観察ができておらず、心房細動の再発
や晩期的な心血管系有害事象の有無について十分に
評価できなかった点が挙げられる。第三に、本症例
では CRSが Grade 1と評価されたためトシリズマブ
が投与されておらず、抗 IL-6製剤の投与により心
房細動が改善するかについては検討できていない点
が挙げられる。先行報告では CAR-T療法において
トシリズマブの投与により、CRSによる心血管系有
害事象の改善に寄与することが示唆されている 26）。
これらの点は、今後、複数の症例報告や後ろ向き研
究及び前向き研究を実施し、これらのエビデンスを
構築していく必要があると考えられる。

結語

年齢以外の明らかな心血管リスクファクターは
認められなかったものの、エプコリタマブの投与後
に発作性心房細動が確認され、抗不整脈薬の投与を
要した症例を経験した。エプコリタマブ投与患者で
は CRSや ICANSのみならず、それらに付随する心
血管系有害事象を来す可能性があることを念頭に置
く必要がある。薬剤師は、心電図やバイタルサイン
の変化を注視するとともに、患者から症状の聴取を
行うことで、有害事象の早期発見及び早期対応に寄
与することができると考えられる。

倫理的配慮

本報告は症例報告であることから、報告に際し
患者個人のプライバシーに対する十分な配慮を行う
ことで、倫理委員会の審議は不要と判断された。
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2025年度がん診療連携拠点病院等に
おける外来がん治療部門の 
薬剤師業務に関する実態調査

長渡亜子1, 18，高橋　郷2, 18，本田泰斗3, 18，飯塚雄次4, 18，石原由起子5, 18，
上ノ段友里6, 18，浮谷　聡7, 18，内坪敬太8, 18，小枝伸行9, 18，畠山智明10, 18，

本田雅志11, 18，松浦綾子12, 18，餅原弘樹13, 18，盛川敬介14, 18 
市川和哉15, 18，濃沼政美16, 18，樋口昇大17, 18，松井礼子17, 18

緒言

近年、がん薬物療法の進歩および医療提供体制の
変化に伴い、外来で実施されるがん化学療法は増加
している。外来がん化学療法の安全かつ適正な実施
には多職種連携が不可欠であり、その中で薬剤師は
レジメン管理、患者指導、副作用モニタリング、支
持療法提案など重要な役割を担っている。また、診
療報酬制度においてもがん領域における薬剤師の関
与が評価されており、2020年度に連携充実加算お
よび特定薬剤管理指導加算2が、2024年度にはがん
薬物療法体制充実加算が新設され、外来がん化学療
法における薬剤師の役割の重要性はより一層高まっ
ている。さらに、2019年の遺伝子パネル検査保険
収載以降、遺伝子情報に基づく個別化医療は汎用が
進んでおり、治療の選択肢選定や患者の意思決定支
援等、薬剤師が関与する業務範囲は拡大している。
このように、外来がん化学療法を取り巻く環境
の変化に伴い、薬剤師に求められる役割も増大して
いることから、現状の業務体制を把握し、今後の課

題を明らかにすることは極めて重要である。しかし
ながら、本邦における外来がん化学療法に携わる
薬剤師業務の実態を全国規模で把握した報告は限
られている。日本臨床腫瘍薬学会（Japanese Society 
of  Pharmaceutical Oncology: 以 下、JASPO）で は、
2017年よりがん診療連携拠点病院等 *1（以下、拠点
病院）に対して毎年アンケート調査を実施し、外来
がん治療部門の薬剤師業務の実態を把握し、今後の
課題を明らかにしてきた 1–4）,*2。本稿では、2025年
に実施した調査結果をもとに、外来がん化学療法に
おける薬剤師の現状と課題について整理する。な
お、2026年3月7日～8日に開催された日本臨床腫
瘍薬学会学術大会2026において、一般演題（ポス
ター）での発表を行っている。

総 説

1 社会医療法人同心会　古賀総合病院　薬剤部　　Koga General Hospital
2 国立健康危機管理研究機構　国立国府台医療センター　薬剤部　　National Kohnodai Medical Center
3 あすなろ薬局　　Asunaro Pharmacy
4 帝京大学ちば総合医療センター　薬剤部　　Teikyo University Chiba Medical Center
5 秋島薬局　大森店　　Akishima Pharmacy
6 中津市立中津市民病院　薬剤科　　Nakatsu Municipal Hospital
7 公益社団法人　地域医療振興協会　石岡第一病院　　Ishioka Daiichi Hospital, Japan Association for Development of  Community 

Medicine
8 昌永堂薬局　調布店　　Shoueidou Pharmacy
9 八尾市立病院　事務局　　Yao Municipal Hospital
10 KKR札幌医療センター　薬剤科　　KKR Sapporo Medical Center
11 総合メディカル株式会社　学術情報部　　SOGO MEDICAL Co, Ltd
12 ひかり薬局　大学病院前調剤センター　　Hikari Pharmacy (Ohno Co. Ltd.)
13 のぞみの花クリニック　　Nozominohana Clinic
14 国立病院機構　東京医療センター　薬剤部　　National Hospital Organization Tokyo Medical Center
15 国立病院機構　名古屋医療センター　薬剤部　　National Hospital Organization Nagoya Medical Center
16 帝京平成大学薬学部　医薬品安全性評価学　　Teikyo Heisei University, Faculty of  Pharmaceutical Sciences
17 国立健康危機管理研究機構　国立国際医療センター　薬剤部　　National Center for Global Health and Medicine
18 日本臨床腫瘍薬学会　総務委員会　　General Affairs Committee, Japanese Society of  Pharmaceutical Oncology

       

*1  厚生労働省：がん診療連携拠点病院等．https://www.
mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/
gan/gan_byoin.html, 2026年3月20日参照．

*2  日本臨床腫瘍薬学会：がん診療連携拠点病院等にお
ける薬剤師業務の実態調査．https://jaspo-oncology.org/
kyotenkekka, 2026年3月28日参照．

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/gan/gan_byoin.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/gan/gan_byoin.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/gan/gan_byoin.html
https://jaspo-oncology.org/kyotenkekka
https://jaspo-oncology.org/kyotenkekka
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対象・方法

2025年7月1日時点で拠点病院等に指定されてい
る463施設を対象に、Google Formsを用いた調査を
実施した。詳細を以下に示す。
・調査方法：Google Formsを利用したアンケート調査
・ 対象施設：2025年7月1日の時点で拠点病院等に
指定されている463施設
・実施期間：2025年8月6日～9月19日
・ 項目：1. 施設状況、2. 外来化学療法に関する業
務、3. 連携充実加算、4. がん薬物療法体制充実
加算、5. がんゲノム医療

設問項目と集計結果

アンケートの回答率は72.3%（335/463施設）で
あった。
参考データ：2024年度回答率74.6%（344/461施設）

1.　施設状況
1）回答施設の内訳（図1）
回答施設の許可病床数は、「500床以上」が最も

多く、200施設（59.7%）であった。外来化学療法
室病床数は、「20～29床」が114施設（34.0%）で最
も多く、次いで「10～19床」が105施設（31.3%）で
あった。在籍薬剤師数は、「20～39人」が130施設
（38.8%）で最も多く、次いで「40～59人」が79施設
（23.6%）であった。
2） がん領域における各認定取得者の在籍状況
（表1）

JASPOでは、外来がん治療認定薬剤師（Accredited 
Pharmacist of  Ambulatory Cancer Chemotherapy: 以

下、APACC）および、外来がん治療専門薬剤師
（Board-certified Pharmacist of  Ambulatory Cancer 

Chemotherapy: 以下、BPACC）制度を設けており、
2025年7月時点での認定者在籍施設数は、APACC
が173施設（51.6%）、BPACCが132施設（39.4%）で
あった。

2.　外来化学療法に関する業務
1） 各種製剤での治療患者に対して薬剤師が対面
で指導する頻度（図2）

対面で指導する頻度として最も多い割合は、点滴
抗がん薬（経口抗がん薬の併用を含む）では「90%以
上」で62施設（18.5%）であり、経口抗がん薬（単独）
および皮下注射抗がん薬（経口抗がん薬の併用を含
む）においては「1～10%未満」で、施設数はそれぞ
れ160施設（47.8%）、127施設（37.9%）であった。
2） 皮下注射抗がん薬（経口抗がん薬の併用を含
む）による治療を受ける患者に対して薬剤師が
対面で指導を行っている対象（図3）
指導の対象は「全患者」が76施設（22.7%）で最も

多かったが、「該当レジメンの登録はあるが患者対
応はしていない」と回答した施設も75施設（22.4%）
と同程度であることが確認された。患者対応をし
ていない理由としては、「薬剤部門・薬剤師のマン
パワー不足のため」が32施設（42.7%）で最も多く、
次いで「外来腫瘍化学療法診療料1の算定対象外の
ため」が26施設（34.7%）であった。
3） 初回治療やレジメン変更の際の薬剤説明につ
いて（図4）
点滴抗がん薬（経口抗がん薬の併用を含む）治療
が予定された患者において、治療開始前（初回治
療日を除く）に行う薬剤説明（以下、事前説明）を
行っている施設は、198施設（59.1%）で、患者一人
あたりに要する事前説明の平均所要時間は、「20～

図1　回答施設の内訳
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図2　各種製剤での治療患者における薬剤師が対面で指導する頻度

図3 皮下注射抗がん薬（経口抗がん薬の併用を含む）による治療を受ける患者に対して、薬剤師が対面
で指導を行っている対象

表1　がん領域における認定取得者の在籍状況

2025 年度（n=335） 2024 年度（n=344） 2023 年度（n=308）

施設数 % 施設数 % 施設数 %

日本臨床腫瘍薬学会外来がん治療認定薬剤師 173 51.6 182 52.9 151 49.0
日本臨床腫瘍薬学会外来がん治療専門薬剤師 132 39.4 132 38.4 99 32.1
日本医療薬学会がん専門薬剤師 187 55.8 182 52.9 159 51.6
日本医療薬学会がん指導薬剤師 139 41.5 121 35.2 106 34.4
日本病院薬剤師会がん薬物療法認定薬剤師 221 66.0 240 69.8 213 69.2
日本病院薬剤師会がん薬物療法専門薬剤師 32 9.6 32 9.3 24 7.8
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39分」が119施設（60.1%）であった。事前説明にお
いて説明または確認している項目として「レジメン
内容」、「副作用」、「治療導入目的」、「患者の理解度
（内服管理の可否や認知機能）」の順に多く、7割以
上の施設で行われていた。

3.　連携充実加算（図5）
2025年7月時点で連携充実加算を算定している

施設数は、296施設（88.4%）であった。算定をして
いると回答した施設のうち、算定件数（2025年6月
実績）が「100件以上」と回答した施設は、129施設
（43.6%）であり、昨年度の回答に比べ、増加傾向で
あった。

4.　がん薬物療法体制充実加算
1） 算定状況および算定件数（図6）
「算定あり」と回答した施設は、193施設（57.6%）
であり、算定件数については、「1～9件／月」が57
施設（29.5%）と最も多く、「10～19件／月」が33施
設（17.1%）、「100件以上／月」が24施設（12.4%）
の順で多かった。
2） 患者1人あたりに要する診察前の薬剤師面談
（以下、診察前面談）の平均所要時間（図7）
算定に要する診察前面談の平均所要時間は、「15
分／人以下」が130施設（67.4%）、「16～30分／人」
が58施設（30.1%）であり、両者を合わせると97.4%

とほぼ全てを占めていた。
3） 算定しなかった（コストフリー）理由（図8）
診察前面談を行ったが、がん薬物療法体制充実加
算を算定しなかった理由として、「同月内に算定済
み」は153施設（79.3%）、「臨床検査値などの投与基
準を満たさず化学療法が中止となった」が132施設
（68.4%）、「薬剤師面談の結果により化学療法の中止
が適切と判断された」は74施設（38.3%）であった。

5.　がんゲノム医療
1） がんゲノム医療に対する各施設の位置づけ
（表2）
各施設におけるがんゲノム医療に対する位置
づけは、「がんゲノム医療中核拠点病院」が12施
設（3.6%）、「がんゲノム医療拠点病院」が35施設
（10.4%）、「がんゲノム医療連携病院」が172施設
（51.3%）であった。
2） がんゲノム医療における薬剤師の関与（図9）
がんゲノム医療に薬剤師が「関与している」と回
答した施設は、151施設（45.1%）であった。そのう
ち、薬剤師が関与している業務は、「エキスパート
パネルへの参加」が109施設（72.2%）と最も多く、
次いで「がん遺伝子パネルにより選択された薬剤の
説明」が48施設（31.8%）、「治験情報の収集」が40
施設（26.5%）であった。

図4　初回治療やレジメン変更の際の薬剤説明について
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図5　連携充実加算

図6　がん薬物療法体制充実加算
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調査総括

JASPOでは、外来がん治療に対応可能な知識・
技能および包括的な患者支援能力を備え、病院・薬
局連携を担う薬剤師の養成を目的として2014年よ
り APACC、2022年より BPACCの認定制度を開始し
ている。これらの認定取得により、医療機関におい
てはがん患者指導管理料ハやがん薬物療法体制充実

加算の算定が可能となるほか、BPACCは専門医療
機関連携薬局の認定要件の一つとしても位置付け
られている。本調査では、既存の APACC取得者が
BPACCへ移行している可能性が示唆されたものの、
APACCまたは BPACCを保有する薬剤師が在籍する
施設の割合は前年度同様に高い水準であった。これ
まで JASPOでは、認定取得やがん診療病院連携研
修の受講促進を目的としたワーキンググループを設
置し、継続的な支援を行ってきた。本調査結果は、
これらの取り組みの成果を一定程度反映している可

図8　診察前面談を実施したが算定しなかった（コストフリー）理由　※複数選択可

図7　患者1人あたりに要する診察前面談の平均所要時間

表2　がんゲノム医療に対する各施設の位置づけ

2025 年度（n=335） 2024 年度（n=344） 2023 年度（n=308）

施設数 % 施設数 % 施設数 %

がんゲノム医療中核拠点病院 12 3.6 15 4.3 13 4.2
がんゲノム医療拠点病院 35 10.4 31 9.0 23 7.5
がんゲノム医療連携病院 172 51.3 166 48.3 151 49.0
上記以外 116 34.6 132 38.4 121 39.3
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能性がある。今後はさらなる認定者の輩出に加え、
認定取得者の地域偏在の是正や専門医療機関連携薬
局の拡充に向けた支援が求められる。
外来がん化学療法において、薬剤師が対面で患
者指導を行う頻度は、点滴抗がん薬（経口抗がん薬
の併用を含む）では「90%以上」が最多であったの
に対し、経口抗がん薬（単独）および皮下注射抗が
ん薬（経口抗がん薬の併用を含む）においては「1～
10%未満」が最多であり、製剤間で大きな乖離が認
められた。この背景としては、薬剤師の人的資源の
制約に加え、経口抗がん薬（単独）による治療患者
の多くが外来化学療法室を経由しない診療フローに
あること、来院から会計までの滞在時間が比較的短
いことから、対面での患者指導の機会を確保しづら
い運用となっていることが影響している可能性も考
えられる。また、経口抗がん薬は院外処方として保
険薬局での継続的な服薬指導が行われることを前提
としている場合も多く、保険薬局薬剤師が患者支援
の中心を担っていることが考えられた。さらに、外
来腫瘍化学療法診療料の評価体系が、点滴抗がん薬
を対象に設計されてきた経緯が、経口抗がん薬およ
び皮下注射抗がん薬治療患者における薬剤師の関与
機会の差異に影響している可能性がある。本調査に
おいても、皮下注射抗がん薬（経口抗がん薬の併用
を含む）に対する薬剤師介入が行われていない理由
として、人的要因に加え制度的要因が主な制約とし
て挙げられていた。このような制度的背景は、単に
製剤間の介入頻度の差を生じさせるだけでなく、薬
剤師の業務のうち、診療報酬上の評価が十分に反映
されていない領域を浮き彫りにしていると考えられ
る。一方で、2026年度診療報酬改定において、皮
下注射抗がん薬が外来腫瘍化学療法診療料の対象に
含まれることが示されており、今後はこれらの製剤
に対する薬剤師の関与が促進されることが期待され
る。次年度以降も本調査を継続し、今後の動向を注
視することが重要である。

本調査では、製剤間の介入頻度の差に加え、実臨
床における薬剤師業務の有用性と診療報酬上の評価
との間に乖離が認められる領域として、薬剤師による
初回治療やレジメン変更の際の事前説明および診察
前面談に基づく治療中止判断の場面が挙げられた。
近年、がん化学療法は飛躍的に進歩しており、複

数の作用機序を有する薬剤を組み合わせたレジメン
が広く用いられている。このような状況において、
新規治療の導入時や初回の抗がん薬治療開始時に
は、患者の治療に対する不安や理解不足が生じやす
く、薬剤師が担う役割は大きい。本調査では、約6
割の施設で事前説明が実施されており、その平均所
要時間は1人あたり20～39分が約6割を占めていた。
一方、がん薬物療法体制充実加算の項目で調査した
診察前面談では、平均所要時間15分以下が約7割で
あったことから、事前説明は通常の薬剤師面談と比
較して所要時間が長い傾向にあることが示唆された。
この背景として、事前説明は治療開始前という状況
から、レジメン内容や副作用の説明に加え、患者の
理解度や生活背景の把握など、より丁寧かつ包括的
な対応が求められる点が影響していると考えられる。
さらに、予定レジメンの妥当性評価にも関与してい
る点から、多岐にわたる説明および確認が必要とな
り、結果として通常の薬剤師面談よりも時間を要す
るものと考えられる。したがって、事前説明は単な
る情報提供にとどまらず、治療の適正化に寄与する
重要な専門業務であると位置付けられる。
また、がん薬物療法体制充実加算における診察前
面談を実施しているにもかかわらず、現行の算定要
件により算定に至らない症例が一定数認められた。
特に、診察前面談の結果により治療中止が適切と判
断された場合、外来腫瘍化学療法診療料1に紐づく
加算であるが故に算定に至らないケースが約4割あ
ることが明らかとなっている。診察前面談における
治療施行可否の評価は、副作用の重篤化回避や患者
安全の確保に寄与する重要な業務であり、薬剤師が

図9　がんゲノム医療における薬剤師の関与
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十分に専門性を発揮し、がん化学療法へ積極的に参
画していることを示すものである。これらの業務に
ついて、本調査で示された時間的・内容的負担の大
きさや、治療の適正化に寄与する臨床的価値を踏ま
えると、診療報酬上の評価は十分であるとは言い難
い。特に、治療中止の判断に寄与した場合でも、現
行の算定要件ではいずれの診療報酬にも反映され
ず、臨床実態との乖離が示唆される。以上より、薬
剤師による事前説明および診察前面談の実態とその
臨床的意義を踏まえ、これらの業務実態に見合った
評価のあり方について、今後の検討が求められる。
外来がん化学療法を安全かつ有効に実施するた
めには、病院薬剤師と保険薬局薬剤師の密接な連
携が不可欠である。連携充実加算が開始されて以
降、薬剤師の介入機会の増加や患者フォローの質向
上が報告されており 5–7）、薬剤師介入が副作用管理
を通じて治療強度の維持に寄与することも示されて
いる 8）。連携充実加算は算定開始から5年が経過し、
本年度の調査における算定率は約9割と、昨年度と
同様に高い水準で推移していた。また、算定件数は
100件／月以上の施設がやや増加しており、運用の
定着に加えて実務上の活用が進んでいる可能性が示
唆された。これらの結果から、保険薬局薬剤師と病
院薬剤師の連携がより一層強化されており、質の高
いがん薬物療法の提供に寄与していることが示唆さ
れる。
がん薬物療法体制充実加算については、2024年

6月の新設直後であった前年度調査と比較し、本年
度は算定開始から1年が経過した時点での実態を反
映している。その結果、算定率および算定件数はい
ずれも増加しており、本加算の導入が着実に進んで
いることが示唆された。一方で、本加算は導入から
1年程度であり、各施設における体制整備や運用は
今後さらに進展することが想定されることから、算
定施設数および算定率のさらなる増加が期待され
る。また、今後は単なる算定率や件数の増加のみな
らず、どのような薬学的介入が行われているかその
内実を評価する視点も重要であり、薬剤師による診
察前面談の質や臨床的有用性をより明確にしていく
必要がある。
がんゲノム医療において、いずれかの指定を受け
ている施設数は昨年度より増加しており、薬剤師が
関与している医療機関の割合もわずかながら年次的
な増加傾向が認められた。関与している業務内容と
しては、エキスパートパネルへの参加が最も多く、
次いで患者が参加可能な治験情報の収集やがん遺伝
子パネルの結果による選択された薬剤の説明などが
挙げられ、がんゲノム医療においても薬剤師が多職
種連携の中で一定の役割を担っていることが示唆さ
れた。がんゲノム医療は近年、急速に実装が進んで
おり、遺伝子情報に基づく個別化治療の実現が進展

している分野である。診療報酬の観点では、2024年
度改定において大きな制度変更は認められなかっ
た 9）一方で、2026年度改定ではがんゲノムプロファ
イリング検査に係る要件の見直しや、一定条件下で
のエキスパートパネル開催の省略が可能となるな
ど、実臨床に即した運用改善が図られる方針であ
る 10）。これらの動向を踏まえると、今後はがんゲノ
ム医療のさらなる普及とともに、診療体制や多職種
連携のあり方も変化していく可能性があり、その動
向を注視していく必要がある。
今年度は継続的に調査している項目に加え、新
たにがん薬物療法体制充実加算ならびに、前年度の
アンケート結果を踏まえて選定した皮下注射抗がん
薬および事前説明に関する業務実態について明らか
にすることができた。これにより、外来がん化学療
法に携わる薬剤師の現状を把握するとともに、日常
業務や診療報酬に関する今後の課題が示された。近
年のがん薬物療法の急速な進展に伴い、高度な専
門性を有する薬剤師の役割は一層重要となってい
る。このような背景のもと、臨床現場における薬剤
師の活動は診療報酬上の評価としても徐々に反映さ
れつつあり、学会として先進的かつ有用な取り組み
に対する適切な評価を求めていく意義は大きい。実
際に、2023年に医師を対象として実施した薬剤師
による診察前面談の有用性に関する調査結果 11）は、
がん薬物療法体制充実加算の新設に寄与するエビデ
ンスの一つとして活用されている。今後は、本アン
ケート調査で得られた各施設の取り組みや診療報酬
に関する提案内容等を踏まえ、薬剤師が十分に職能
を発揮できる環境整備に向けて、学会として診療報
酬のさらなる拡充に向けた働きかけを行うととも
に、会員の知識・技能の向上に資する事業の展開に
尽力していきたい。
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保険薬局–病院間の薬薬連携例
佐藤　舞

はじめに

入院が必要であった化学療法の多くが外来で行
えるようになり、保険薬局の薬剤師に対して患者へ
のサポートを期待して、令和2年度診療報酬改定で
新設された加算が「特定薬剤管理指導加算2」であ
る。約6年経ち、現在は多くの保険薬局が病院と連
携を取り、外来がん化学療法の質向上に働きかけて
いる。

薬薬連携の概要

東京都立墨東病院では、がん薬物療法に関する情
報共有ツールについて、病院のホームページに公開
している（図1）。
①おくすり手帳用レジメンシール
患者情報、レジメン内容、注意すべき副作用等が
記載されており、レジメン初回にお薬手帳に貼付
される。
②抗がん薬治療情報シール
当日使用する抗がん薬、支持療法の投与量が記載
されており、通院治療センターでの治療時に毎回
交付される。
③副作用確認シール
通院治療センターで副作用の発現状況が聞き取ら
れた時に交付される。
④副作用発現情報提供書
保険薬局の薬剤師にフォローしてもらいたい内容
について記載してあり、患者から保険薬局薬剤師
に渡すように説明されている。
⑤トレーシングレポート（がん化学療法）
保険薬局→病院への FAX送信用

薬薬連携の実際

患者：70代男性
癌腫：HER2陽性切除不能胃がん（StageIV）
レジメン：SOX+ トラスツズマブ
1コース目 Day 1：テガフール・ギメラシル・オテ
ラシルカリウム配合錠14日分の処方箋を持って
来局。
①と②のシールがお薬手帳に貼ってあったので、
身長・体重・体表面積・投与量・投与サイクルを
確認。初回投与の為、テレフォンフォローアップ
（TF）の了解を得る。

Day 3（TF）：「今のところ気になる副作用は出てお
らず、問題なく服用できている」とのことだっ
た。この後、遅発性の悪心が出現するかもしれな
いので、数日後に再度 TFの約束をする。

Day 6（TF）：「便の回数が1日1～2回増えているが、
下痢はしていない。吐き気はないが食欲はあまり
ない」とのことだったので、食事は1日3回にこ
だわらず、食べやすいものを小分けして摂取する
ように説明。

Day 9（TF）：ゼリーとパンは少量食べられている
が、Day 8から下痢 Grade 1が出現していること
を確認。市販の正露丸を服用してよいか質問され
たので、問題ない旨を伝え、消化のよい食事と水
分摂取を指導。下痢の頻度が増えるようならすぐ
連絡するように伝えた。

Day 11（TF）：正露丸の服用で下痢は落ち着いたこ
とを確認。

Day 12（TF）：その後も下痢はしていないが、食欲
がなく食事摂取量が減っていることを確認。お米
は好まないが芋類なら食べられそうと聴取。弊社
には全店に管理栄養士が配属されているので、管
理栄養士に介入を依頼。管理栄養士から「さつま
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芋は食物繊維が多いので下痢の時はお勧めできな
いが、下痢が落ち着いているなら、よく火を通せ
ば大丈夫」と伝えた。

Day 14（TF）：「下痢は止まったが、さつま芋を食べ
過ぎると便が緩くなるみたいなので、やはりお芋
は止めようと思う」とのこと。焼き芋を一度に1
本食べてしまうとのことだったので、管理栄養士
から「便の様子を見て少しずつ食べるよう」伝え、
他にうどんや茶わん蒸しなどを勧めた。また、ど
うしても食事を摂るのが難しいなら、栄養剤もあ
ることを説明。

Day 16（TF）：下痢は落ち着いたので、市販の栄養
剤を飲んでみようと思うとのことだったので、問
題ない旨を伝える。

Day 19：今までの TFの内容をトレーシングレポー
ト（TR）に記載し、病院へ送信。栄養剤の検討
と、ロペラミドの処方追加を依頼。

2コース目 Day 1：処方箋と一緒に④副作用発現情
報提供書を持って来局。
処方内容：テガフール・ギメラシル・オテラシルカ
リウム配合錠14日分、ロペラミド Cap下痢時頓
服、メトクロプラミド錠吐き気時頓服
副作用発現情報提供書：「下痢に対してロペラミド
処方。メトクロプラミドは食欲不振の際も食前に
使用できることを説明済。栄養剤は購入したがま

だ服用していないそう。剤形や味を薬局で相談す
るよう伝えてあります。」と記載されていた。
下痢は落ち着いたが、食欲不振は変わらないことを
聴取。栄養剤はまだ使用していないとのことなの
で、食事摂取が難しい場合は試してみるよう伝え、
TFの了解を得る。
Day 7（TF）：Day 3に下痢してロペラミドを1回だけ
服用し、改善したと聴取。食欲不振は継続とのこ
となので、メトクロプラミドの食前服用を勧めた。

Day 15（TF）：Day 10に栄養剤を飲んで下痢したの
で、その後栄養剤は使用していないことを聴取。
「最近はお粥でご飯を食べるようになったが、量
は少ない。ゼリーは好んで食べている」とのこと
なので、管理栄養士から「栄養剤は液体でなくゼ
リーでもよいので、カロリー摂取を心がけるよ
う」に説明。

Day 19：副作用発現情報提供書の薬局記入欄に TF
の内容を記載して、病院へ返信。

3コース目 Day 1：テガフール・ギメラシル・オテ
ラシルカリウム配合錠14日分の処方箋を持って
来局。
ロペラミドは2回だけ服用し、下痢は落ち着いてお
り、食欲も改善傾向の為メトクロプラミドは服用し
ていないことを聴取。食事は引き続き、食べたいも
のを少しずつ摂り、下痢したら手持ちのロペラミド

図1　
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で対応するように伝えた。
4コース目 Day 1：処方箋と一緒に④副作用発現情
報提供書を持って来局。
処方内容：テガフール・ギメラシル・オテラシルカ
リウム配合錠14日分、アナモレリン錠21日分
副作用発現情報提供書：「H b  1 1 . 1 g / d L、C R P 

1.19 mg/dL、Alb 2.5 g/dL。食欲不振、食事量低
下、体重低下の為アナモレリン開始。フォローよ
ろしくお願いします。」と記載されていた。
アナモレリンの適応基準を確認し、TFの了解を得る。
Day 3（TF）：気になる副作用はないが、食欲も特に
変化なしと聴取。

Day 7（TF）：「食欲に変化はないがアナモレリンの
服用は続けるのか」と聞かれたので、まだ1週間
なのでもう少し様子を見るように伝えた。

Day 12（TF）：食欲変化なし、貧血のせいかふらつ
いて転倒したと聴取。

Day 16：副作用発現情報提供書の薬局記入欄に「食
欲変化なし。気になる副作用もなし。Day 12の時
点で BW 42 kg。ふらついて転倒したとのことな
ので、歩行時注意するように伝えてあります。次
回診察時、ふらつきについて確認をお願いしま
す。」と記載して、病院へ返信。

Day 22（5コース目 Day 1）：アナモレリン錠14日分
の処方箋を持って来局。

PS徐々に低下の為、化学療法中止。2週間後に受
診予定の為アナモレリン錠のみ処方。
あと2週間だけ服用を続けるように伝えた。
その後2週間後の診察で、食欲は少し回復している
ものの、摂取量そのものは少なく、PS3～4に低下
で化学療法の再開は困難と判断され、BSCに移行。
介入終了となった。

薬薬連携を通して

保険薬局からの TR、病院からの副作用発現情報
提供書のやりとりを介して、きめ細かに患者の副作
用対策などフォローができたと感じた。
また、高齢の患者と家族だけでは、短い外来の
間に副作用の発現状況を医師に報告したり、支持療
法薬を依頼したりするのは無理がある。保険薬局が
介入することで、適切な予防策を講じたり、患者の
不安を解消したりすることができる。
実際、病院薬剤師からも「治療期間中の在宅での
様子を把握しやすくなり、支持療法の選択、処方に
役立っている」という有難い言葉を頂いている。

おわりに

病院からの副作用発現情報提供書に検査値や処
方薬追加の理由が記載されていると、保険薬局では
医師の処方意図がわかり、よりきめ細かい患者フォ
ローに繋げることができる。
外来でがん化学療法を受ける患者が増えており、
保険薬局の薬剤師と病院薬剤師が指導内容を共有す
る上で、病院との情報共有ツールは欠かせないもの
となっている。
また、病院薬剤師から「市販の栄養補助食品な
ど、病院で取り扱っていないことが多いものは、保
険薬局で管理栄養士が対応してくれると助かる」と
いう言葉も頂いており、保険薬局と病院それぞれ
が、双方に必要な情報を補完することで、副作用
の早期発見と重篤化の回避が可能となり、患者の
QOLを維持するだけでなく、より安全ながん薬物
療法の継続に貢献できると考える。
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専門医療機関連携薬局における 
認定要件の薬学的フォローアップへの 
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Abstract
A certification system for specialized medical institution cooperation pharmacies (SMICPs) was established to enhance 
pharmaceutical support for outpatients receiving cancer drug therapy and promote regional healthcare collaboration. 
In this study, we aimed to investigate how the SMICP certification requirements contribute to pharmaceutical follow-
up, operational challenges, and regional collaboration. A web-based questionnaire survey was conducted among 275 
pharmacies certified as SMICPs between September 2022 and September 2025; valid responses were obtained from 
151 (54.9%) pharmacies. Among the certification requirements, the continuous placement of  oncology-specialized 
pharmacists, reporting patient information to medical institutions, medical narcotic dispensing systems, and oncology-
related training for pharmacists were rated as highly contributing to pharmaceutical follow-up for outpatients with 
cancer. However, these requirements also present operational challenges. The most frequently cited difficulty in 
maintaining certification was sustaining staffing systems. Furthermore, collaboration with community pharmacies 
remains limited, indicating barriers to broader regional cooperation. Free-text responses highlighted the workload 
associated with preparing reports for medical institutions and insufficient reimbursement under the medical fee system 
as major concerns. These findings suggest that while the certification system contributes to improving the quality 
of  pharmaceutical follow-up for outpatients with cancer, challenges persist in securing human resources, managing 
operational burdens, and building regional collaboration systems. Appropriate educational support for oncology-
specialized pharmacists is necessary to sustain SMICPs. Furthermore, building a stronger evidence base demonstrating 
the value of  the pharmaceutical care provided by SMICPs is essential to support future policy development and 
reimbursement.
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要旨和訳
専門医療機関連携薬局の認定制度は、外来がん患者に対する高度ながん薬物療法支援や地域連携の促進を目的としてい
る。本研究では、認定要件の薬学的フォローアップへの寄与度、運用上の課題、地域連携状況を調査した。認定実績を有
する275薬局を対象にWebアンケートを実施し、151薬局（54.9%）から回答を得た。がんの専門性を有する常勤薬剤師の
継続的配置、医療機関への患者情報報告、医療用麻薬調剤対応、がんに係る専門的研修は、薬学的フォローアップへの寄
与度が高いと評価された。一方、人員体制維持困難や業務負担、診療報酬上の評価不足が大きな課題であった。また、地
域薬局との連携は限定的であり、地域全体での連携体制構築にも課題が認められた。制度の持続運用には、がん専門薬剤
師に対する教育支援と、専門医療機関連携薬局が提供する薬学的ケアの価値を示す学術的エビデンスの蓄積が重要である。

緒言

2019年11月に改正された「医薬品、医療機器等
の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律
（薬機法）」1）に基づく薬局の機能別分化の一環とし
て、2021年8月より傷病区分を「がん」とする専門
医療機関連携薬局（以下、専門医療機関連携薬局）
の認定制度が施行された。本制度では、薬局の施設
要件、医療機関との連携体制、地域の保険薬局との
ネットワーク構築、ならびにがんの専門性を有する
薬剤師の配置などが求められ、これらの基準を満た
した薬局が都道府県知事により認定される 2, 3）。が
んの専門性を有する薬剤師の資格としては、日本
臨床腫瘍薬学会（JASPO）が認定する外来がん治療
専門薬剤師（BPACC）および日本医療薬学会が認定
する地域薬学ケア専門薬剤師（がん）が挙げられ 4）、
これらの有資格薬剤師を中心とした高度ながん薬物
療法支援体制の構築が期待されている。

JASPOの専門性の高い薬局薬剤師の養成推進
WG／専門医療機関連携薬局を対象とした調査作業
班では、認定実績や医療機関との連携体制を把握
することを目的として、2022年より認定薬局を対象
としたアンケートによる定点調査を実施している。
2022年実施の調査結果は本雑誌にて報告しており 5）、
2024年までの定点調査の結果において大きな変化
は認められていない。専門医療機関連携薬局の認
定実績のある薬局数は年々増加しており、2022年

9月時点の124薬局から、2025年9月には275薬局
に増加している（表1）。しかしながら、同時点にお
いて認定を継続している薬局は219薬局に留まってお
り、一定数の薬局が認定を継続できていない現状が
ある。実際、2023年から2025年までの認定継続率は
85–89%で推移しており、各年で1割強の薬局が更新
に至っていない。また、認定取消後に再認定された
薬局は少数に留まっており、制度の継続的運用には
一定の課題が存在する可能性がある。
さらに、専門医療機関連携薬局の地域分布に
は偏在が認められる。厚生労働省は、二次医療圏
（2020年9月時点で全国に335区域）ごとに専門医療
機関連携薬局を1薬局以上設置することを目標とし
ている 6）。しかし、2025年9月時点で認定されてい
る219薬局のうち、154薬局（70.3%）は東京都およ
び政令指定都市を有する道府県に分布している。ま
た、2026年4月時点における各都道府県の国指定の
がん診療連携拠点病院等の施設数（468施設）7）と、
2025年9月時点の専門医療機関連携薬局数（219薬
局）との間には地理的分布における一定の関連がみ
られるものの（図1）、地域によっては認定薬局が存
在しない県もみられている。このように、制度の理
念である地域における均てん化と現状との間には乖
離が認められており、単純な薬局数と施設数のみの
比較では地域における実質的な充足状況を十分に反
映していない可能性がある。
これまでの定点調査は、認定薬局を対象として
実施されており、制度の運用実態の一端を明らかに

表1　アンケート調査開始時からの専門医療機関連携薬局数の推移
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してきた。一方で、認定を継続できなかった薬局
や、申請時に認定に至らなかった薬局の背景要因、
ならびに認定要件の実務上の運用難度や実効性につ
いては、十分に整理されていない。専門医療機関連
携薬局の認定要件は、制度設計上、外来がん患者に
対する質の高い薬学的フォローアップおよび治療支
援に資することを前提として設定されていると考え
られる。一方で、各要件が実際の薬局業務において
どの程度有用であると認識されているか、また、そ
の認識と実務上の負担との間に乖離が存在し、認定
継続の障壁となっていないかについては明らかでな
い。そこで、JASPOの本WGでは、2025年の定点
調査に新たな設問を追加し、2025年9月時点の認定
薬局に限らず、これまでに認定実績を有する275薬
局を対象としてアンケート調査を実施した。本稿で
は、新たに追加した設問に関する結果に焦点を当
て、がん患者に対する薬学的フォローアップへの各
認定要件の寄与度、実務上対応が困難とされる認定
要件、地域連携の状況、ならびに認定継続が困難と
なった要因について報告する。

方法

1.　調査対象薬局および調査方法
2022年 9月 30日、2023年 9月 1日、2024年 9月

24日および2025年9月3日時点で、各都道府県の
ホームページにおいて専門医療機関連携薬局とし
て認定が公表されていた275薬局を対象とした。調
査方法は、薬局コードを付与した記名式のWebア
ンケートにより実施し、回答フォームには Google 
Formsを用いた。対象薬局には、調査目的、調査内
容、自由意志に基づく参加、同意取得方法などを

記載した調査依頼書およびWebアンケート調査入
力用事前記入用紙（図2）を郵送し、調査への協力
を依頼した。回答は1薬局1回答とし、回答期間は
2025年11月1日から12月5日までとした。

2.　調査項目および評価方法
定点調査に追加した調査項目は、認定要件への
対応困難事例の有無、認定要件のがん患者に対する
薬学的フォローアップへの寄与度、申請時からの認
定状況、今後の認定継続に関する認識、地域連携に
関する認識、および認定制度への要望（自由記述）
とした。回収したデータは単純集計を行い、カテゴ
リ変数は件数および割合で示し、認定要件のがん患
者に対する薬学的フォローアップへの寄与度は4水
準の回答を順序尺度として数値化し、平均値および
標準偏差で示した。認定制度への要望に関する自由
記述のデータは、質的内容分析の手法を用い、記述
内容の共通性および類似性に基づいてカテゴリ化を
行い、それぞれの件数を集計した。

3.　倫理的配慮
本研究は「人を対象とする生命科学・医学系研究

に関する倫理指針」を遵守して実施し、総合メディカ
ル倫理審査委員会の承認（承認番号：SMG2025002）
を受けて実施した。アンケートへの同意取得につい
ては、対象薬局が自ら回答フォームに接続し、調査
内容を確認した上で開始時に参加の意思を示し、さ
らに回答終了後に送信操作を行うことで同意が得ら
れたものとみなした。

結果

1.　回答薬局背景
本調査の有効回答率は54.9%（151薬局／275薬局）

であった（表2）。回答薬局の立地は、敷地内薬局が
21薬局、がん診療連携拠点病院の門前薬局が99薬
局、それ以外の病院の門前薬局が22薬局、地域・郊
外型薬局が9薬局であった。主応需先はがん診療連
携拠点病院が123薬局（81.5%）と最も多かった。回
答時点（2025年11月）において認定を維持していた
薬局は139薬局、認定が取り消されていた薬局は12
薬局であった。初回申請時から認定基準不適合と判
定されたことがなく、更新申請を辞退したことがな
い薬局は126薬局であった。残る25薬局のうち、初
回または更新申請時に認定基準不適合と判定された
ことがある薬局が8薬局、更新申請辞退経験のある
薬局は17薬局であった。今後の認定継続の方針につ
いては、147薬局が継続する方針を示し、残りの4薬
局は継続する方針はないと回答した。

図1 各都道府県の専門医療機関連携薬局数と国指定のが
ん診療連携拠点病院等の施設数との関係

◯：東京都および政令指定都市を有する道府県　●：それ
以外の県 各都道府県の専門医療機関連携薬局数は2025 年
9 月3 日時点の認定薬局をもとに分類した。国指定のがん診
療連携拠点病院等の施設数は2026 年4 月1 日時点の認定施
設をもとに分類した。
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2.　認定要件のがん患者に対する薬学的フォロー
アップへの寄与度および対応困難事例
専門医療機関連携薬局の認定要件のうち、がん患
者に対する薬学的フォローアップへの寄与度の平均
値が3.2以上であった上位の4項目は、「がんの専門
性を有する常勤薬剤師の継続的配置」、「医療機関へ
の情報報告」、「医療用麻薬調剤対応」、「実務に従事
する全ての薬剤師に対するがんに係る専門的な内容
の研修受講」であった（表3）。平均値が2.8以下で
あった下位4項目は、「地域の他の医療提供施設へ

の情報提供」、「薬局の構造要件」、「在庫医薬品の他
薬局への提供体制」、「夜間・休日調剤体制」であっ
た。対応困難事例が最も多かった項目は、「継続し
て1年以上勤務している常勤薬剤師の半数以上の配
置」であり、39薬局で認められた。次いで、薬学的
フォローアップへの寄与度が高かった「医療機関へ
の情報報告」が29薬局、「がんの専門性を有する常
勤薬剤師の継続的配置」が28薬局と多かった。一
方で、寄与度が比較的低かった「在庫医薬品の他薬
局への提供体制」でも22薬局で対応困難事例が認

図2　2025年実施のアンケート調査票
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められ、「地域の他の医療提供施設への情報提供」
および「夜間・休日調剤体制」でも20薬局において
対応困難事例が認められた。

3.　認定基準不適合および更新申請辞退の理由
認定基準不適合または更新申請辞退した理由に
ついて回答した25薬局のうち（複数回答可）、21薬
局（84.0%）が「人員体制の維持困難（がんの専門
性を有する薬剤師の不在、継続勤務薬剤師の不足
など）」を挙げた（図表には示していない）。その他
の理由として、「構造設備要件の維持困難（個室、
バリアフリー、医療用麻薬保管設備など）」が3薬
局（12.0%）、「医療機関との連携維持困難（連携病
院の認定取り消し、連携実績の不足など）」が2薬
局（8.0%）、「業務負担の過重（認定にかかる事務作
業、実績報告の負担など）」、「他の薬局機能への経
営資源の集中」、「所属会社変更」がそれぞれ1薬局
（4.0%）で挙げられた。

4.　専門医療機関連携薬局の地域連携の状況
地域連携に関する設問については、今後も認定
継続の方針があると回答した147薬局を対象に解析
した。なお、本設問は認定要件上求められる最低限
の連携の有無ではなく、継続的かつ広範な連携体制
の構築状況を評価したものである。回答時点で、が
ん診療連携拠点病院などの専門医療機関と定期的な
情報共有や意見交換を実施できていると回答した薬
局の割合は79.6%（117薬局）であった（図3A）。一
方、地域の診療所や病院などの医療機関と継続的か

つ広範な医療連携が実施できていると回答した薬局
は20.4%（30薬局）、地域の薬局と症例共有、研修
会実施、医薬品の相互提供などを通じてネットワー
クを構築できていると回答した薬局は44.9%（66薬
局）であった。
また、初回申請前に連携を想定していた薬局に
おける実施状況を図3Bに示す。初回申請前にがん
診療連携拠点病院などの専門医療機関との連携を
想定していた薬局は93.2%（137薬局／147薬局）で
あり、そのうち回答時点で連携を実施していた薬局
は79.6%（109薬局／137薬局）であった。一方、地
域の診療所や病院などの医療機関との連携を初回申
請前に想定していた薬局は32.0%（47薬局／147薬
局）であり、そのうち、連携を実施していた薬局は
40.4%（19薬局／47薬局）であった。また、地域の
薬局との連携を想定していた薬局は44.9%（66薬局
／147薬局）であり、そのうち、連携を実施してい
た薬局は65.2%（43薬局／66薬局）であった。

5.　認定制度への要望
専門医療機関連携薬局の認定制度に関する要望の

自由記述の内容を、薬学的フォローアップの実績要
件（25件）、診療報酬・経済的評価（16件）、地域連
携・在庫共有（12件）、制度の認知度・広報（11件）、
認定基準・事務作業（6件）、医療機関からの情報提
供（3件）の6つのカテゴリに分類した（表4）。薬学的
フォローアップの実績要件に関しては、がん患者の半
数以上への情報提供の基準の妥当性や、件数だけで
なく質を含めた評価を求める意見が多くみられた。ま

図2　2025年実施のアンケート調査票（続き）
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た、トレーシングレポート作成に伴う業務負担や、報
告の必要性が低い症例への対応負担に関する指摘も
挙げられた。診療報酬・経済的評価では、加算の拡
充を求める意見が多かった。地域連携・在庫共有で
は、医療機関との会議参加機会の不足や、がん診療
連携拠点病院以外との連携評価を求める意見、なら
びに在庫医薬品の確保・提供体制に関する課題が挙
げられた。制度の認知度・広報では、患者や医療従

事者における認知不足が指摘され、国や学会による
広報の必要性を指摘する意見が挙げられた。認定基
準・事務作業では、更新手続きに伴う事務負担や構
造要件への対応の困難さが挙げられた。医療機関か
らの情報提供では、がん診療連携拠点病院以外にお
けるレジメン情報等の共有不足が挙げられた。

表2　回答者および回答薬局背景
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考察

本調査において、認定要件のがん患者に対する
薬学的フォローアップへの寄与度は、がんの専門性
を有する常勤薬剤師配置や医療機関への情報報告、
医療用麻薬調剤対応、がんに係る専門的な研修の受
講といった、自薬局内でのがん患者への薬学的管理
体制の整備に関する項目で高く評価された（表3）。

これらの要件は、がん患者に対する薬学的フォロー
アップの質を直接的に担保する要素であり、専門医
療機関連携薬局制度の中核的な機能を構成するもの
と考えられる。一方で、これらの寄与度が高いと評
価された項目においても、対応困難事例が一定数認
められた。認定制度への要望では、がん患者の半数
以上への情報提供の実績要件の妥当性やトレーシン
グレポート作成に伴う業務負担に関する指摘が多く
挙げられており（表4）、寄与度の高い要件であって

表3　専門医療機関連携薬局の認定要件の薬学的フォローアップへの寄与度および対応困難事例

図3　専門医療機関連携薬局の地域連携実施状況
A）　専門医療機関連携薬局の継続方針がないと回答した4薬局を除いた残りの147 薬局における地域連携実施率　B）　初回申
請前に地域連携を想定していると回答した薬局における2025 年11 月回答時点での地域連携実施状況
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も実務上の負担が大きい可能性が示唆された。すな
わち、認定要件には、薬学的フォローアップの質向
上に寄与する一方で、実装の難易度が高く、現場に
負荷を与える要素が含まれている可能性がある。診
療報酬上の評価が十分でないとの意見も認められて
おり、フォローアップの実施に対するインセンティ
ブ設計の不十分さも課題として考えられる。また、
認定基準不適合または更新申請辞退の理由として、
構造設備要件の維持困難（個室、バリアフリー、麻
薬保管設備など）が挙げられており（図表には示し
ていない）、11薬局が薬局の構造要件に対応困難事
例があったと回答している（表3）。近年の物価上昇
や医薬品供給不安の中で、構造設備の整備および維
持に要する負担を踏まえると、適切な診療報酬上の
評価の必要性が示唆される。しかしながら、現時点
でアンケート調査ではなく、専門医療機関連携薬
局における薬学的フォローアップの実態に基づき、
その有効性を示した報告はいくつか存在するもの
の 8–10）、その数は限られている。今後は、薬局薬剤
師による実践の蓄積とともに、学術論文を通じて薬
学的フォローアップの有用性を明らかにしていくこ
とが重要であると考えられる。
地域連携に関しては、初回申請時に医療機関や
地域薬局との連携を想定していた一方で、実際の連
携実施率はそれを下回っており、想定と実態との間
に乖離が認められた（図3）。特に、がん診療連携拠
点病院との連携は比較的高い実施率を示したもの

の、地域の薬局との連携は147薬局のうち66薬局
（44.9%）と半数以下にとどまっており、制度が想定
する地域全体での連携体制の構築は十分に達成され
ていない可能性が示唆された。また、地域の薬局へ
の研修実施や在庫医薬品の提供体制、夜間・休日調
剤体制といった要件は、薬学的フォローアップへの
寄与度が比較的低いと評価されている一方で、一定
数の対応困難事例が認められた（表3）。これらの要
件は、個々の薬局単独での対応が困難である場合が
多く、地域全体での協働体制を前提とした制度設計
であると考えられる。しかしながら、実際には他薬
局への研修実施や在庫提供体制の構築にはハードル
が高く、薬局の規模や立地、既存のネットワークに
依存する側面が大きいと推察される。さらに、自由
記述では、医療機関との会議参加機会の不足や、が
ん診療連携拠点病院以外との連携実績の評価を求め
る意見に加え、医師における専門医療機関連携薬局
の認知度の低さを指摘する意見も挙げられていた
（表4）。また、医療機関との連携維持困難（連携病
院の認定取り消し、連携実績の不足など）を理由と
して認定を継続できなかった薬局も認められた。認
定を継続的に運用していくためには、保険薬局側の
取り組みに加え、医療機関側の理解と協力も重要で
あると考えられる。以上のことより、地域連携に関
する要件については、実効性を継続的に評価すると
ともに、実務に即した柔軟な運用の検討が必要であ
ると考えられる。

表4　専門医療機関連携薬局の認定制度への要望
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認定基準不適合または更新申請辞退の理由とし
て、人員体制の維持困難が最も多く挙げられたこと
から、人的資源の確保が専門医療機関連携薬局制度
の継続における最も重要な課題の一つであることが
示された。特に、がんの専門性を有する薬剤師の配
置や、一定期間継続して勤務する薬剤師の確保と
いった要件は、制度の質を担保する上で重要である
一方、薬局の人員構成や採用状況に大きく依存す
る要素であると考えられる。実際に、本調査にお
いて、回答時点（2025年11月）で認定を継続してい
た139薬局における、がんの専門性を有する常勤薬
剤師数は中央値1名（最小値1名、最大値4名）で
あり、2022年からの定点調査時から大きな変化は
認められていない。このことから、多くの薬局にお
いて複数名体制での運用が困難である可能性が示唆
される。日本では人口減少が見込まれているにも関
わらず、がん罹患者数は2040年まで横ばいで推移
すると見込まれており、がん薬物療法の需要につい
ても2040年には2025年の1.24倍に増加すると推計
されている 11）。このような需要増加と二次医療圏ご
とに1薬局以上の設置目標を踏まえると、認定薬局
数の拡大と並行して、それを支える専門性を有する
薬剤師の養成体制の強化が不可欠であると考えられ
る。がん専門性を有する薬剤師の養成状況について
は、JASPOの薬局薬剤師の BPACCは2025年10月1
日時点で482名、日本医療薬学会の地域薬学ケア専
門薬剤師（がん）は2026年4月1日時点で正式認定
20名、暫定認定36名の計56名であり、両資格を合
わせて538名の有資格者が輩出されている。今後の
認定薬局数の拡大やがん薬物療法需要の増加を踏ま
えると、継続的な人材育成が重要であると考えられ
る。地域薬学ケア専門薬剤師（がん）の認定制度は
2020年1月に発足しており、指定の研修施設での
5年間の研修を要することから、薬局の実務と両立
しながら認定要件を満たすためには、制度発足から
の経過期間がまだ限られていることも、認定者数が
少ない理由の一つと考えられる。BPACCにおいて
は、がん診療連携拠点病院等での1年以内の30日
間の研修が認定要件として設定されている。地域薬
学ケア専門薬剤師（がん）はがん領域に加えて地域
包括ケアに関する幅広い領域を対象としているのに
対し、BPACCはがん領域に特化した専門性を評価
する資格制度である。両資格のがん治療支援におけ
る有用性をより明確に示すためには、今後、BPACC
をはじめとするがん専門性を有する薬剤師による実
践成果に関する学術的エビデンスを蓄積するととも
に、JASPOとしてもその成果を継続的に発信してい
くことが重要であると考えられる。
以上の結果から、専門医療機関連携薬局制度に
は、認定要件の実効性と実務負担との間に一定のト
レードオフが存在することが示された。すなわち、

薬学的フォローアップの質向上に寄与する要件で
あっても、実装にあたっては人的資源や業務負担の
制約を受けやすく、結果として制度の継続や運用に
影響を及ぼす可能性が考えられる。また、地域連携
に関する要件についても、制度上は重要とされてい
るものの、実際の医療提供体制や薬局の運営実態に
よっては対応が困難となる場合があり、実務上の課
題が存在することが示唆された。さらに、薬局の規
模や立地、既存の連携体制などの背景要因によって
要件対応の難易度が異なる可能性も考えられること
から、今後も実際の運用状況を踏まえた継続的な検
討が必要であると考えられる。
本研究は、専門医療機関連携薬局の認定実績の
ある薬局を対象としたアンケート調査に基づくもの
であり、回答は各薬局の自己申告によるものである
点、また回答薬局が制度に関心の高い施設に偏って
いる可能性がある点などの限界を有する。さらに、
寄与度の評価は主観的指標であり、実際の患者アウ
トカムとの関連については検討していない。
専門医療機関連携薬局制度は、がん患者に対する
薬学的フォローアップの質向上に寄与する要素を含
む一方で、実務負担や人的資源の確保、地域連携体
制の構築などに関する課題を有している。今後は、
認定要件に求められる専門的業務に対する適切な診
療報酬上の評価や人的支援体制の充実を図るととも
に、その有用性を示す学術的エビデンスを蓄積する
ことが重要である。また、地域薬局間における実効
的な連携体制の構築に向けた継続的な検討に加え、
病院側からの積極的な連携機会の提供や、JASPOを
含む関係団体による病院・薬局間の連携環境の整備
に向けた働きかけが求められる。薬局、医療機関、
学会が連携して支援体制を構築することが、本制度
の持続可能な運用と地域がん医療の質向上に寄与す
ると考えられる。
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